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公布された条例等のあらまし

（条例第23号）◇島根県個人情報保護条例及び島根県情報公開条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

⑴ 島根県個人情報保護条例の一部改正

個人情報の定義に係る規定の整備

⑵ 島根県情報公開条例の一部改正

個人情報についての非公開情報に関する規定の整備

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。

（条例第24号）◇職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

⑴ 雇用保険法の基本手当に相当する失業者の退職手当の受給要件の改正

ア 災害等により離職した者の給付日数を延長することとした。（第８条第10項関係）

イ 雇用機会が不足していると認められる地域に居住等する者の給付日数の延長措置を平成34年３月31日まで５年

間実施することとした。（附則第24項関係）

⑵ 雇用保険法の移転費に相当する失業者の退職手当の受給資格要件の改正

職業紹介事業者等の紹介により就職する者を追加することとした。（第８条第11項関係）

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。ただし、１の⑵については、平成30年１月１日から施行することとした。

（条例第25号）◇公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

職員を派遣することができる公益的法人等に一般社団法人山陰インバウンド機構を追加することとした。（第２条

関係）

２ 施行期日

平成29年10月２日から施行することとした。

（条例第26号）◇職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

育児休業の期間の再度の延長等ができる特別の事情として、保育所等における保育の利用を希望し、申込みを行っ

ているが、当面その実施が行われないことを明記することとした。（第３条・第４条・第９条関係）

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。

（条例第27号）◇特定地域の振興を促進するための県税の課税免除等に関する条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

過疎地域内において、法人等が製造の事業等の用に供するための設備を新設し、又は増設した場合に、事業税、不

動産取得税及び固定資産税の課税免除を受けることができる業種を次のように改めることとした。（第７条関係）

改 正 前 改 正 後

製造の事業 製造の事業
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情報通信技術利用事業 農林水産物等販売業

旅館業 旅館業

２ 施行期日等

公布の日から施行し、平成29年４月１日以後に設備を新設し、又は増設した場合に適用することとした。

（条例第28号）◇島根県県税条例等の一部を改正する条例

１ 条例の概要

⑴ 島根県県税条例の一部改正

ア 法人の県民税の法人税割の税率の改正（第12条関係）

改 正 前 改 正 後

100分の3.2 100分の１

イ 家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業の用に直接供する家屋の取得に係る不動産取得税

について、課税標準の特例割合を３分の２とすることとした。（第21条の３―第21条の５関係）

ウ 自動車取得税を廃止することとした。

エ 自動車税の非課税の対象を追加することとした。（第45条関係）

オ 自動車税の環境性能割を新設し、次に掲げる事項を定めることとした。

環境性能割の課税免除(ア)

環境性能割の納付の方法(イ)

環境性能割の減免(ウ)

カ 現行の自動車税を自動車税の種別割とすることとした。

キ 法人の事業税の税率の特例を廃止することとした。

ク 引用する条項の整理

ケ その他規定の整理

⑵ アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有に係る自動車に対する自動車税の徴収の特例に関する条例の一部改正

⑶ 島根県手数料条例の一部改正

⑷ 特定非営利活動法人の設立を支援するための県税の課税免除に関する条例の一部改正

２ 施行期日

１の⑴（イ及びクに限る。）については公布の日から、１の⑴（イ及びクを除く。）及び⑵から⑷までについては

平成31年10月１日から施行することとした。

（条例第29号）◇島根県がん対策推進条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

引用する条項の整理

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。

（条例第30号）◇島根県障害者介護給付費等不服審査会条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

引用する条項の整理

２ 施行期日

公布の日から施行することとした。
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（条例第31号）◇島根県子牛公正取引条例の一部を改正する条例

１ 条例の概要

⑴ 県内で生産された子牛を売却等する場合に家畜市場において競り売りに付さなければならないという規制に対し

て、県内において肉用牛を現に飼育し、又は飼育しようとする者との公正な契約により生産した子牛を売却する場

合を例外として追加することとした。（第２条関係）

⑵ 罰則規定の削除

⑶ その他規定の整理

２ 施行期日

平成29年８月１日から施行することとした。
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 号外第 85 号          島  根  県  報        平成 29 年７月 14 日  

島根県個人情報保護条例及び島根県情報公開条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

平成 29年７月 14日 

島根県知事 溝 口 善兵衛   

島根県条例第 23号 

島根県個人情報保護条例及び島根県情報公開条例の一部を改正する条例 

                                           

 

（島根県個人情報保護条例の一部改正）

第�条 島根県個人情報保護条例（平成��年島根県条例第�号）の一部を次のよ

うに改正する。

第�条第�号中「特定の個人が識別され、又は識別され得る」を「次のいず

れかに該当する」に改め、同号に次のように加える。

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若し

くは電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式をいう。次号において同じ。）

で作られる記録をいう。以下同じ。）に記載され、若しくは記録され、

又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個人識別符

号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することが

できるもの（他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を

識別することができることとなるものを含む。）

イ 個人識別符号が含まれるもの

第�条第�号中「識別され、又は識別され得る」を「識別される」に改め、

同号を同条第�号とし、同条中第	号を第�号とし、第
号を第	号とし、第

�号を第
号とし、第�号の次に次の�号を加える。

� 個人識別符号 次のいずれかに該当する文字、番号、記号その他の符号

のうち、規則で定めるものをいう。

ア 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換

した文字、番号、記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別す

ることができるもの

イ 個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に

関し割り当てられ、又は個人に発行されるカードその他の書類に記載さ
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 号外第 85 号          島  根  県  報       平成 29 年７月 14日   

 

                                           
 

れ、若しくは電磁的方式により記録された文字、番号、記号その他の符

号であって、その利用者若しくは購入者又は発行を受ける者ごとに異な

るものとなるように割り当てられ、又は記載され、若しくは記録される

ことにより、特定の利用者若しくは購入者又は発行を受ける者を識別す

ることができるもの

第��条第�号中「開示請求者以外の特定の個人が識別され、若しくは識別さ

れ得るもの」を「当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により開

示請求者以外の特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合する

ことにより、開示請求者以外の特定の個人を識別することができることとなる

ものを含む。）若しくは個人識別符号が含まれるもの」に改める。

第��条第�項中「前条第�号の情報」の次に「（開示請求者以外の特定の個

人を識別することができるものに限る。）」を、「その他の」の次に「開示請

求者以外の」を、「記述等」の次に「及び個人識別符号」を、「開示して

も、」の次に「開示請求者以外の」を加える。

（島根県情報公開条例の一部改正）

第�条 島根県情報公開条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次のように

改正する。

第	条第�号中「特定の個人が識別され、若しくは識別され得るもの」を

「当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電

磁的記録に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用い

て表された一切の事項をいう。次条第�項において同じ。）により特定の個人

を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を

識別することができることとなるものを含む。）」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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 号外第 85 号          島  根  県  報        平成 29 年７月 14 日  

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 29年７月 14日 

島根県知事 溝 口 善兵衛   

島根県条例第 24号 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

                                           

 

職員の退職手当に関する条例（昭和��年島根県条例第�号）の一部を次のよう

に改正する。

第�条第��項中第�号を第�号とし、第	号を第�号とし、第
号の次に次の


号を加える。

� その者が次のいずれかに該当する場合

ア 特定退職者であって、雇用保険法第��条の	第
項各号に掲げる者に相

当する者として知事が別に定める者のいずれかに該当し、かつ、知事が同

項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定

法（昭和��年法律第���号）第�条第�項に規定する職業指導を行うこと

が適当であると認めたもの

イ 雇用保険法第��条第	項に規定する厚生労働省令で定める理由により就

職が困難な者であって、同法第��条の	第
項第	号に掲げる者に相当す

る者として知事が別に定める者に該当し、かつ、知事が同項に規定する指

導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第�条第�項

に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの

第�条第��項第�号中「公共職業安定所」を「公共職業安定所、職業安定法第

�条第�項に規定する特定地方公共団体若しくは同法第�
条の	に規定する職業

紹介事業者」に改める。

附則に次の
項を加える。

�� 平成��年�月��日以前に退職した職員に対する第�条第��項の規定の適用に

ついては、同項中「第�
条まで」とあるのは「第�
条まで及び附則第�条」

と、同項第	号中「イ 雇用保険法第��条第	項に規定する厚生労働省令で定

める理由により就職が困難な者であって、同法第��条の	第
項第	号に掲げ

る者に相当する者として知事が別に定める者に該当し、かつ、知事が同項に規
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定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第�条第

�項に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの」とあるのは

「イ 雇用保険法第��条第�項に規定する厚生労働省令で定める理由により就

ウ 特定退職者であって、雇用保険法附則第�条第�項に規定する地域内に

職が困難な者であって、同法第��条の�第�項第�号に掲げる者に相当する者

居住し、かつ、知事が同法第��条の�第�項に規定する指導基準に照らして再

として知事が別に定める者に該当し、かつ、知事が同項に規定する指導基準に

就職を促進するために必要な職業安定法第�条第�項に規定する職業指導を行

照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第�条第�項に規定する職

うことが適当であると認めたもの（アに掲げる者を除く。）

業指導を行うことが適当であると認めたもの
とする。
」

附 則

（施行期日）

� この条例は、公布の日から施行する。ただし、第�条第		項第�号の改正規

定及び附則第
項の規定は、平成��年�月�日から施行する。

（経過措置）

� この条例による改正後の職員の退職手当に関する条例（以下この項及び次項

において「新条例」という。）第�条第	�項（第�号に係る部分に限り、新条

例附則第��項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定は、退職

職員（退職した職員の退職手当に関する条例第�条の�第�項に規定する職員

（同項の規定により職員とみなされる者を含む。）をいう。次項において同

じ。）であって職員の退職手当に関する条例第�条第�項第�号に規定する所

定給付日数から同項に規定する待期日数を減じた日数分の同項の退職手当又は

同号の規定の例により雇用保険法（昭和�
年法律第		�号）の規定を適用した

場合におけるその者に係る同号に規定する所定給付日数に相当する日数分の同

条第
項の退職手当の支給を受け終わった日がこの条例の施行の日以後である

ものについて適用する。
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� 退職職員であって雇用保険法等の一部を改正する法律（平成��年法律第��

号）第�条の規定による改正後の職業安定法（昭和��年法律第���号）（以下

この項において「改正後職業安定法」という。）第�条第�項に規定する特定

地方公共団体又は改正後職業安定法第�	条の
に規定する職業紹介事業者の紹

介により職業に就いたものに対する新条例第�条第��項（第�号に係る部分に

限り、職員の退職手当に関する条例第�条第��項において準用する場合を含

む。）の規定は、当該退職職員が当該紹介により職業に就いた日が附則第
項

ただし書に規定する規定の施行の日以後である場合について適用する。
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 号外第 85 号          島  根  県  報        平成 29 年７月 14 日  

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

平成 29年７月 14日 

島根県知事 溝 口 善兵衛   

島根県条例第 25号 

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例 

                                           

 

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成��年島根県条例第��号）の

一部を次のように改正する。

第�条第�項中第��号を第�	号とし、第�
号から第��号までを�号ずつ繰り下

げ、第��号の次に次の�号を加える。

� 一般社団法人山陰インバウンド機構

附 則

この条例は、平成��年�	月�日から施行する。
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 号外第 85 号          島  根  県  報        平成 29 年７月 14 日  

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 29年７月 14日 

島根県知事 溝 口 善兵衛   

島根県条例第 26号 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

                                           

 

職員の育児休業等に関する条例（平成�年島根県条例第�号）の一部を次のよ

うに改正する。

第�条第�号中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について児童福

祉法第��条第�項に規定する保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律（平成	
年法律第��号）第�条第�項に規定する

認定こども園又は児童福祉法第
�条第�項に規定する家庭的保育事業等（以下

「保育所等」という。）における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、

当面その実施が行われないこと」を加える。

第�条中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について保育所等にお

ける保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われないこ

と」を加える。

第�条第�号中「別居したこと」の次に「、育児短時間勤務に係る子について

保育所等における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が

行われないこと」を加える。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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 号外第 85 号          島  根  県  報        平成 29 年７月 14 日  

特定地域の振興を促進するための県税の課税免除等に関する条例の一部を改正

する条例をここに公布する。 

平成 29年７月 14日 

島根県知事 溝 口 善兵衛   

島根県条例第 27号 

特定地域の振興を促進するための県税の課税免除等に関する条例の一部を

改正する条例 

                                           

 

特定地域の振興を促進するための県税の課税免除等に関する条例（昭和��年島

根県条例第��号）の一部を次のように改正する。

第�条第�項中「情報通信技術利用事業」を「農林水産物等販売業」に改め

る。

附 則

（施行期日）

� この条例は、公布の日から施行する。

（経過措置）

� この条例による改正後の特定地域の振興を促進するための県税の課税免除等

に関する条例第�条第�項の規定は、同項に規定する過疎地域内において、青

色申告書を提出する法人若しくは個人又は連結親法人若しくは当該連結親法人

による連結完全支配関係にある連結子法人が、同項に規定する製造の事業等の

用に供するため、平成	
年�月�日以後に同項の規定に該当する設備を新設

し、又は増設した場合について適用し、この条例による改正前の特定地域の振

興を促進するための県税の課税免除等に関する条例第�条第�項に規定する過

疎地域内において、青色申告書を提出する法人若しくは個人又は連結親法人若

しくは当該連結親法人による連結完全支配関係にある連結子法人が、同項に規

定する製造の事業等の用に供するため、同日前に同項の規定に該当する設備を

新設し、又は増設した場合については、なお従前の例による。
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 号外第 85 号          島  根  県  報        平成 29 年７月 14 日  

島根県県税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 29年７月 14日 

島根県知事 溝 口 善兵衛   

島根県条例第 28号 

島根県県税条例等の一部を改正する条例 

                                           

 

（島根県県税条例の一部改正）

第�条 島根県県税条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次のように改正

する。

第��条の�の次に次の�条を加える。

（家庭的保育事業の用に直接供する家屋の取得に係る不動産取得税の課税標

準の特例）

第��条の� 法第	
条の��第��項に規定する条例で定める割合は、�分の�と

する。

（居宅訪問型保育事業の用に直接供する家屋の取得に係る不動産取得税の課

税標準の特例）

第��条の� 法第	
条の��第��項に規定する条例で定める割合は、�分の�と

する。

（事業所内保育事業の用に直接供する家屋の取得に係る不動産取得税の課税

標準の特例）

第��条の
 法第	
条の��第�
項に規定する条例で定める割合は、�分の�と

する。

附則第��項（見出しを含む。）中「第��条の�の�第�項」を「第��条の�

第�項」に改める。

第�条 島根県県税条例の一部を次のように改正する。

目次中「第
�条」を「第
�条」に、
「第�節 自動車取得税（第
�条―第
�

第�節の� 軽油引取税（第
�条―第

条）
を「第�節 軽油引取税（第
�条―第��条の�）」に改める。

��条の�）」

第�条第�項の表自動車取得税の項を削り、同表自動車税の項を次のように

 
13



 号外第 85 号          島  根  県  報       平成 29 年７月 14日   

 

                                           
 

改める。

第�条第�項及び第�項中「自動車税」の次に「の種別割」を加える。

第��条中「���分の�	�」を「���分の�」に改める。

第�章第�節の節名を削る。

第�
条から第��条までを次のように改める。

第�
条から第��条まで 削除

第�章第�節の�を同章第�節とする。

第�
条に次の�号を加える。

� 患者の輸送の用に供する自動車

� 救護資材の運搬の用に供する自動車

第�
条の次に次の�条を加える。

（環境性能割の課税免除）

第�
条の� 知事は、次の各号のいずれかに該当する自動車については、当該

自動車の取得者に対して、その者が知事が定める期限までに申請した場合に

は、環境性能割の課税を免除することができる。

� へき地巡回診療を行う者が取得した当該診療の用に供する自動車（前条

第�号に規定するへき地巡回診療の用に供する自動車を除く。）

� 公益財団法人島根県環境保健公社（以下「環境保健公社」という。）若

自動車税 環境性能割 島根運輸支局の所在地

種別割 普通徴収による場合は、自動車の所有者（法第

��
条第�項に規定する場合には使用者、法第

���条第�項に規定する場合には買主）の住所

又は事務所若しくは事業所の所在地（当該住所

又は事務所若しくは事業所が県外にある場合に

は、当該自動車の県内における主たる定置場の

所在地）

証紙徴収による場合は、島根運輸支局の所在地
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しくは医療法（昭和��年法律第���号）第��条に規定する公的医療機関が

取得した救急自動車（前条第�号に規定する救急自動車を除く。）又は感

染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成��年法律第

���号）第��条の	第�項若しくは第
項に規定する検診の用に供する自

動車

（環境性能割の納付の方法）

第��条の
 環境性能割の納税義務者は、法第���条第�項又は法第���条の規

定により環境性能割額（法第���条に規定する環境性能割額に係る延滞金額

を含む。以下この条において同じ。）を納付する場合には、これらの規定に

よる申告書又は修正申告書に当該環境性能割額に相当する金額を証紙代金収

納計器で表示を受けることによりしなければならない。

	 環境性能割の納税義務者は、法第���条第�項又は法第���条の規定により

環境性能割額を納付する場合において、知事が必要と認めるときは、前項の

規定にかかわらず、当該環境性能割額に相当する現金を納付しなければなら

ない。この場合には、法第���条第�項又は法第���条の規定による申告書又

は修正申告書に納税済印を押印するものとする。

（環境性能割の減免）

第��条の
 知事は、次の各号のいずれかに該当する自動車については、当該

自動車の取得者に対して、その者が知事が定める期限までに申請した場合に

は、環境性能割を減免することができる。

� 天災その他これに類する災害により滅失し、又は損壊した自動車に代わ

る自動車と知事が認めるもの

� 身体に障害を有し歩行が困難な者（以下「身体障害者」という。）又は

精神等に障害を有し歩行が困難な者（以下「精神障害者」という。）が取

得した自動車（身体障害者又は精神障害者が所有する自動車がない場合に

あっては、当該身体障害者又は精神障害者と生計を一にする者が取得した

自動車）で知事が身体障害者又は精神障害者のために必要があると認める

もの
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� 身体障害者若しくは精神障害者を乗車させるため、又は専ら身体障害者

の運転の用に供するために特別の仕様により製造され、又は構造変更が加

えられた自動車

第��条の見出し中「自動車税」を「種別割」に改め、同条中「第���条第�

項」を「第���条第�項」に、「自動車税の」を「種別割の」に改め、同条第

�号中「前条第�号」を「第��条第�号」に改め、同条第�号中「前条第�

号」を「第��条第�号」に改め、同条第	号を次のように改める。

� 削除

第��条第
号中「前条第�号」を「第��条第�号」に改め、同条第��号中

「第���条第�項」を「第���条第�項」に改める。

第�
条の見出し並びに同条第�項及び第�項並びに第��条（見出しを含

む。）中「自動車税」を「種別割」に改める。

第��条の見出し中「自動車税」を「種別割」に改め、同条中「第���条第�

項」を「第�

条の��第�項」に、「自動車税の」を「種別割の」に、「自動

車税額」を「種別割額」に、「によって」を「により」に改める。

第��条の見出し及び同条第�項中「自動車税」を「種別割」に改め、同項第

�号中「第���条第�項」を「第���条第�項」に改め、同条第�項中「第���

条第�項」を「第��
条第�項」に、「自動車税」を「種別割」に改める。

第��条の見出し中「自動車税」を「種別割」に改め、同条中「第���条第�

項」を「第���条第�項」に、「自動車税」を「種別割」に改める。

第
�条第�号中「第���条第�項」を「第���条第�項」に改める。

附則第��項を削り、附則第�
項を附則第��項とし、附則第��項を附則第�
項

とする。

附則第��項の見出し中「自動車税」の次に「の種別割」を加え、同項中「対

する自動車税」の次に「の種別割」を加え、同項第�号中「自動車税」の次に

「の種別割」を加え、同号ア中「道路運送車両法第�条第�項」を「法第��


条第�項」に、「新車新規登録」を「初回新規登録」に改め、同号イ中「軽油

を内燃機関の燃料として用いる自動車」を「法第���条第�項第
号に規定す
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る軽油自動車」に、「新車新規登録」を「初回新規登録」に改め、同項中第�

号及び第�号を削り、第�号を第�号とし、第�号を第�号とし、同項の表中

「附則第��項第�号」を「附則第�	項第�号」に、「附則第��項第�号又は第

�号」を「附則第�	項第�号」に、「附則第��項第�号又は第�号」を「附則

第�	項第�号」に改め、同項を附則第�	項とする。

附則第
�項を附則第��項とし、附則第
�項から第
�項までを�項ずつ繰り上

げ、附則第

項を削り、附則第
�項を附則第
�項とする。

（アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有に係る自動車に対する自動車税の徴収

の特例に関する条例の一部改正）

第�条 アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有に係る自動車に対する自動車税の

徴収の特例に関する条例（昭和��年島根県条例第
�号）の一部を次のように改

正する。

題名中「自動車税」の次に「の種別割」を加える。

第�条中「自動車税」の次に「の種別割」を加える。

第�条第�項中「の自動車税」の次に「の種別割」を加え、「「自動車税」

を「「種別割」に、「第���条」を「第���条の��」に改め、同条第�項及び第

�項中「自動車税」を「種別割」に改める。

第�条中「自動車税」を「種別割」に改める。

第�条中「自動車税」を「種別割」に、「第���条第�項」を「第���条の��

第�項」に改める。

第�号様式中「自 動 車 税 納 税 証 紙」を「自動車税種別割納税

証紙」に改める。

（島根県手数料条例の一部改正）

第�条 島根県手数料条例（平成�
年島根県条例第�号）の一部を次のように改

正する。

別表�の項第�号中「自動車税」の次に「種別割」を加える。

（特定非営利活動法人の設立を支援するための県税の課税免除に関する条例の

一部改正）
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第�条 特定非営利活動法人の設立を支援するための県税の課税免除に関する条

例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次のように改正する。

第�条（見出しを含む。）中「自動車取得税」を「自動車税の環境性能割」

に改める。

附 則

（施行期日）

� この条例中第�条及び次項の規定は公布の日から、その他の規定は平成	�年

��月�日から施行する。

（不動産取得税に関する経過措置）


 第�条の規定による改正後の島根県県税条例第��条の�から第��条の�まで

の規定は、第�条の規定の施行の日以後の不動産の取得に対して課すべき不動

産取得税について適用し、同日前の不動産の取得に対して課する不動産取得税

については、なお従前の例による。

（県民税に関する経過措置）

� 第
条の規定による改正後の島根県県税条例（以下「	�年新条例」とい

う。）第��条の規定は、第
条の規定の施行の日（以下「	�年施行日」とい

う。）以後に開始する事業年度分の法人の県民税及び同日以後に開始する連結

事業年度分の法人の県民税について適用し、同日前に開始した事業年度分の法

人の県民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の県民税については、

なお従前の例による。

（事業税に関する経過措置）

� 	�年施行日前に開始した事業年度に係る法人の事業税についての第
条の規

定による改正前の島根県県税条例附則第��項の規定の適用については、なお従

前の例による。

（自動車取得税に関する経過措置）

� 	�年施行日前の自動車の取得に対して課する自動車取得税については、なお

従前の例による。

（自動車税に関する経過措置）
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� ��年新条例及び第�条の規定による改正後の特定非営利活動法人の設立を支

援するための県税の課税免除に関する条例の規定中自動車税の環境性能割に関

する部分は、��年施行日以後に取得された自動車に対して課する自動車税の環

境性能割について適用する。

� ��年新条例及び第�条の規定による改正後のアメリカ合衆国軍隊の構成員等

の所有に係る自動車に対する自動車税の種別割の徴収の特例に関する条例の規

定中自動車税の種別割に関する部分は、平成��年度分の��年施行日以後に納税

義務が発生した者に課する自動車税の種別割及び平成��年度以後の年度分の自

動車税の種別割について適用し、平成��年度分までの同日前に納税義務が発生

した者に課する自動車税については、なお従前の例による。

（島根県手数料条例の一部改正に伴う経過措置）

	 第
条の規定による改正後の島根県手数料条例別表�の項の規定の適用につ

いては、当分の間、同項第�号中「自動車税種別割」とあるのは、「自動車税

種別割（地方税法等の一部を改正する等の法律（平成�
年法律第��号）附則第

��条第�項の規定により道路運送車両法第��条の�第�項の規定を読み替えて

適用する場合にあっては、平成��年度以前の年度分の旧自動車税又は自動車税

種別割）」とする。
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島根県がん対策推進条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 29年７月 14日 

島根県知事 溝 口 善兵衛   

島根県条例第 29号 

島根県がん対策推進条例の一部を改正する条例 

                                           

 

島根県がん対策推進条例（平成��年島根県条例第��号）の一部を次のように改

正する。

第�条中「第��条第�項」を「第��条第�項」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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島根県障害者介護給付費等不服審査会条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

平成 29年７月 14日 

島根県知事 溝 口 善兵衛   

島根県条例第 30号 

島根県障害者介護給付費等不服審査会条例の一部を改正する条例 

                                           

 

島根県障害者介護給付費等不服審査会条例（平成��年島根県条例第��号）の一

部を次のように改正する。

第�条第�項中「第��条の�第�項」を「第��条の�第�項」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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島根県子牛公正取引条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成 29年７月 14日 

島根県知事 溝 口 善兵衛   

島根県条例第 31号 

島根県子牛公正取引条例の一部を改正する条例 

                                           

 

島根県子牛公正取引条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次のように改

正する。

第�条に次の�号を加える。

� 県内において肉用牛を現に飼育し、又は飼育しようとする者との公正な契

約により生産した子牛を売却する場合

第�条及び第�条を削る。

附 則

この条例は、平成�	年�月�日から施行する。
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